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図を用いた．県境制約の影響を明らかするために，（1）  

合併は各県内に限られる「制約あり」，（2）県境を越え  

て合併できる「制約なし」の2パターンを考える．   

図1は基本運営費と目的関数値の関係を示したもの  

である．表1は基本運営費と合併後の市町村数の関係  

を示したものである．基本運営費が大きくなると，市町  

村数が減っていくことが読みとれ 合併の効果が大き  

いことがわかる．同一の基本運営費（ダ＝50．0×104）  

で現在と比べると目的関数値が約半分となる．   

一方で，表1のように県境制約を除くと市町村数を  

わずかに減らす可能性はあるが，図1で示すように目  

的関数値から見ても，県境制約の有無による差はほと  

んどない．図2は県境制約あり，図3は県境制約なし  

の場合における，それぞれでの等しい基本運営費を与  

えた（ダ＝50．0×104）ときの合併パターンである・こ  

れらから，地理的に見ても合併の組み合わせは県境周  

辺の市町村で若干異なるだけである．これらの結果は，  

県境制約の影響は小さいことを示している．   

各県計画パターンでの合併後市町村数（表2）に対応  

する値を表1に網掛けで示す．栃木は要綱で市町村数  

が15，21と計画パターンを複数示している．それを考  

慮しても，埼玉・栃木の2県は他の2県と比べ合併後  

の基本運営費が小さい．従って，一側面からの議論で  

あるが，計画合併パターンの市町村数は埼玉・栃木は  

多く，茨城・群馬は少ないと言える．各県要綱による  

合併パターンは整合性がとれていないと言えよう．  

4．おわりに   

本論文ではUFLPを用いて最適解を求めることによ  

り，（1）基本運営費が大きいとき市町村合併により効果  

が大きいこと，（2）合併における県境の制約が小さいこ  

と，（3）各県ごとの合併目標水準に差異があることを示  

した．  
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市町村合併についての議論が多い中，埼玉県幸手市  

と茨城県五霞町，岐阜県中津川市と長野県山口村といっ  

た県境を越えた合併が話題となっている．市町村合併  

は基本的に県境を越えないことが前提で，県境の制約  

がどのように影響するかについての議論は少ない．ま  

た，各県ごとに理想的な合併パターンの要綱を作成し  

提示しているが，これらは県独自の提案である（茨城県  

（2000），栃木県（2001），群馬県（2001），埼玉県（2001））・  

日本全体でみると整合性がとれていない可能性もある．  

しかし，これらを空間を考慮した視点で同一基準で比  

較した研究はない．   

本論文では，市町村合併について中心となる市町村  

役場までの移動距離と基本運営費が重要だと考える．モ  

デルを用いて，県境制約の有無が合併パターンや目的  

関数値にどのような影響を及ばすかを示す．また，モ  

デルで算出した合併パターンと各県ごとの計画合併パ  

ターンを比較することにより各県案を特徴づける．  

2．モデルの概要   

非制約施設配置問題（UFLP）は式（1）－（4）で定式化  

される（例えばDaskin（1995））・各市町村人口裾役場  

間距離dij（i≠j）（km），1市町村の基本運営費F（km）を  

所与とする．ダは1自治体の設置費用を移動距離の次  

元で表した値と言える．市町村の内々距離d豆i（km）を  

各市町村の領域を円とみなして求めた平均距離，つま  

り各市町村面積をβ豆（km2）に対し，d五i＝書v乍・とす  

る．決定係数はズノと㍍jであり，ろ＝1のとき市町  

村ブが合併の中心となることを意味し，坑ゴ＝1のと  

き市町村豆が市町村jと合併することを意味する・目  

的関数の第1項は移動距離であり，第2項は基本運営  

費である．  
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3．計算結果と考察   

茨城。栃木・群馬・埼玉の4県を対象とし，最適解に  

おける目的関数値，市町村数と合併後の嶺域を算出し  
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（×106）  表1基本蓮営費と区域数との関係  

合併後市町村数∑ろ  
ブ   

基本運営費  県境 県境  ・県境制約あり（各県）  

ダ   茨城栃木群恵埼玉    制約 制約   
0．0   293・ 293   84 49■ 70 
・1．0   259’259  ■78  44  56  81   

2．0   238■ 238   74  42  47● 75   

5．0  182 184   58  32  32・ 62   

134 135   10．0 45 ■24  22  44  
20．0   94  97   

30．0   79  80   

50．0   59  63   

100．0   43  46   

200．0   25   

500．0   15  15   5  3  2 ■ 5   

基本運営費ダ   （×104）  

図1 基本運営費と目的関数値との関係  

表2・各県の計画合併後市町村数  

茨城 栃木 群馬 埼玉  

17 15 10  26  

現在の市町村境界  

合併後の市町村境界  

合併後の代表点  

図2 県境制約がある場合での合併（た50．0×l♂）  

現在の市町村境界  

合併後の市町村境界  

合併後の代表点  

凍   

図3 県境制約がない場合での合併（た50．0×1♂）  
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